
地球温暖化対策実行計画（地域推進版）

－環境モデル都市アクションプラン－の改定について

⇒気候変動リスクへの対応の必要性→世界的潮流は低炭素化から脱炭素化へ

（地方公共団体の責務）

○区域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出抑制施策として求められる事項

・再生可能エネルギー導入促進 ・地域の事業者，住民による省エネ推進

・都市機能の集約化，公共交通その他地域環境の整備 ・循環型社会の形成

○地域の状況に応じた気候変動適応計画の策定が努力義務に。

１．改定の背景

⇒これまでの取り組みでは中・長期目標の達成は困難

＜地球温暖化対策実行計画（地域推進版）策定状況＞

計画期間（年度） 基準年度 二酸化炭素削減目標 結果

第1期計画 2009～2012 2005 ▲11% ▲6.0%

第2期計画
（環境モデル都市
アクションプラン）

2013～2018 2005
（短期：2018年度）▲15%
（中期：2030年度）▲40%
（長期：2050年度）▲80%

▲9.6%
（直近2015年度
の結果）

２．本市の状況

３．改定概要

地球温暖化対策計画

策定（2016年5月）
日本の2030年目標

▲２６％（2013年度比）

気候変動適応法成立
（2018年6月公布）

エネルギー基本計画

改定（2018年7月）

パリ協定採択
（2015年12月）

平均気温上昇を1.5～2℃未満に

地球温暖化対策推進法

改正（2016年3月）

にいがた未来ビジョン

第3期 地球温暖化対策

実行計画（地域推進版）

第3次 環境基本計画

Ⅰ 低炭素社会の創造
田園と都市が織りなす，環境健康都市

計画期間（年度） 基準年度 二酸化炭素削減目標
第3期計画（環境モデル都市AP） 2019～2023 2013 施策目標等により設定（中・長期目標も）
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⇒緩和策

⇒適応策

＜計画の位置づけ＞

＜計画概要＞
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温室効果ガス
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田園環境の保全・持続可能な利用

スマートエネルギーシティの構築

低炭素型交通への転換

低炭素型ライフスタイルへの転換

適応策
被害の

回避・軽減

食糧・農林水産業

健康・保健

自然災害・沿岸域

自然生態系
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